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国立市子ども基本条例 前文 

 

 

 

すべての子
こ

どもたちへ 

あなたが生
う

まれたこと、大
おお

きくなっていくこと、あなたらしくいられることを、このまちと、こ

のまちにいる大人
お と な

は、うれしく思
おも

っています。 

あなたが感
かん

じていること、思
おも

っていること、考
かんが

えていることを、あなたの近
ちか

くにいる大人
お と な

にい

つでも聴
き

かせてください。 

うれしいこと、かなしいこと、困
こま

っていること、遊
あそ

びたいこと、学
まな

びたいこと、やってみたいこ

と。もっと自分
じ ぶ ん

たちの声
こえ

を聴
き

いてほしい、自分
じ ぶ ん

たちに目
め

を向
む

けてほしいと思
おも

っていること。 

このまちと、このまちにいる大人
お と な

は、いつでもあなたのそばで、一緒
いっしょ

に考
かんが

えて、せいいっぱい

応援
おうえん

します。 

 

あなたがあなたらしく、今
いま

を幸
しあわ

せに生
い

きること、幸
しあわ

せな未
み

来
らい

に向
む

かっていくこと、すべての

子
こ

どもが一人
ひ と り

の人
ひと

として等
ひと

しく持
も

つ、大切
たいせつ

な権利
け ん り

を、このまちと、このまちにいる大人
お と な

は、あな

たと一緒
いっしょ

に大切
たいせつ

にして、守
まも

っていくことを約束
やくそく

します。 

 

 

  



 

 

 

全ての子どもは、この世に唯一無二の命を授かった一人の人間であり、しょうがいなど様々

な特性を有しているあらゆる人間は、生まれながらに等しく、自分らしく幸せに生きるための

権利を持っています。 

 

この権利は、子どもが成長・発達の過程にあることから、自分の力で行使できないときがあ

り、そのときに大人の支えが必要となります。 

子どもたちは、生まれてきた瞬間から、自分の思いを様々な形で精一杯大人に表明していま

す。この思いを、大人たちが真剣に受け止め、これを尊重し、その上でその子にとって最善の

利益とは何かを考え、これに応えることによって、子どもの権利が保障されます。 

 

「人間を大切にする」という理念を掲げる国立市は、子どもたちの思いを深く受け止め、また、

様々な社会課題が想定される未来を生きる子どもたちのことを思い、改めて、子どもの権利

について真剣に考え、子どもの権利が恒久的に保障されるまちの実現を目指し、この条例を

制定します。 
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第１章 

 

 

計画策定にあたって 
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■急速な少子化への対策の必要性 

 我が国では、急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化を受け、平成１５年に１

０年間の時限立法として次世代育成支援対策推進法を制定、また同年に少子化対策基本法を制定し、少

子化に対応するための総合的な施策の推進を図られてきました。 

 その後、次世代育成支援対策推進法が平成２６年度を最終年度とする状況を受け、平成２４年には、

子ども・子育て支援法、認定こども園法の一部改正、子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部

改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の、いわゆる子ども・子育て関連３法が制定されま

した。これに伴い、量と質の両面から子育てを社会全体で支える子ども・子育て支援新制度が開始、地

方公共団体においては子ども・子育て支援給付及び地域子育て支援事業の定量的目標を定めた子ども・

子育て支援事業計画を策定しています。さらに、時限立法の次世代育成支援対策推進法についても、施

策の推進を継続するため、１０年間の延長、平成２７年３月には少子化社会対策基本法に基づく少子化

社会対策大綱が策定されています。 

 

■子どもを取り巻く課題の複雑多様化 

 こうして長期的な少子化対策が国において図られていながらも、実態は依然として少子化の解消には

至っておらず、むしろ出生率が低下の一途にあり、危機的な状況にあります。 

 また、少子化のみに留まらず、今日の子どもを取り巻く課題も複雑多様化しています。児童虐待の件

数や不登校状態の児童・生徒数の増加、７人に１人が子どもの貧困状態にあると言われている状況、ひ

きこもりや、性の多様化に伴う問題、地域からの孤立、自殺率の増加、近年にはヤングケアラーの存在

が確認されるなど、様々な困難が具体的に確認されています。これらの課題に対し、平成２２年には子

ども・若者育成支援推進法が、平成２６年には子どもの貧困対策の推進に関する法律が制定され、対応

が進められていますが、諸課題の件数の増加は留まることの無い状況です。このことは、この国立市に

おいても全国的な実態とたがわないところです。 

さらに令和２年には世界的に新型コロナウイルス感染症が蔓延し、国民全体の活動範囲が大幅に制限

され、子どもたちは成長期に得られるはずの体験機会が喪失しました。近年までの子どもを取り巻く状

況を振り返り、子どもの生命や安全、健全な育成について危機的状況に陥っているといえます。 

 

■こども基本法に基づく、子どもの権利の保障の推進 

 このような危機的状況下、これまで子どもに関する所管様々な省庁において縦割りだった組織体制を

一体化し、こどもまんなか社会を目指すこども家庭庁が令和５年に発足、同時に、子ども施策を社会全

体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な法律として、こども基本法が制定されました。当該

法は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神に則り、全ての子どもが将来にわたって幸福な生

活を送ることができる社会の実現を目指すことを目的とした、子どもの権利保障を基本理念とする法律

で、同年１２月には、当該法に基づくこども大綱が策定されました。地方公共団体は、当該法及び大綱

に基づき、またこれまでの少子化対策、複雑多様化した課題への対応に係る法律の方針を踏まえながら、

子どもの権利保障を軸としたこども計画の策定が求められるところとなります。 

 国立市として、国の状況・動向を踏まえながら、一人ひとりの子どもが自分らしく生きる・育つ権利

が保障される環境の形成を目的に、そのための施策を推進する計画を策定いたします。 

１ 計画策定の背景 
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 これまで国立市は、国の動向を踏まえながら、児童福祉施策について網羅した総合的な計画として国

立市子ども総合計画を策定し、３期にわたって推進してきました。また、当該計画のアクションプラン

であり、子ども・子育て支援法に基づく行動計画として、国立市子ども・子育て支援事業計画を策定、

２期にわたり推進してきました。新型コロナウイルス感染症に伴う施策の停滞を契機に第三次国立市子

ども総合計画の期間を１年延長とし、令和６年度いっぱいをもって第二期国立市子ども・子育て支援事

業計画と併せて終期を迎えるところにあります。 

 令和６年１１月、国立市は、子どもの権利を恒久的に保障する市の規範として、国立市子ども基本条

例を制定しました。当該条例は児童の権利に関する条約の精神に則るものとして、総合的な内容を定め

ており、第２４条には子どもの権利保障に係る施策の推進を図るための計画として、国立市子ども総合

計画を充てることと規定しています。 

 

 本計画は、少子化、子どもを取り巻く複雑多様化した課題、そして子どもの権利保障という、これ

までの我が国そして国立市における動向と施策推進の経緯を踏まえながら、こども基本法、そして国立

市子ども基本条例に規定する権利保障の施策を推進することを目的に策定するものです。 

 

 

 

 

本計画は、「第三次国立市子ども総合計画」及びその下位計画（アクションプラン）である「第二次国

立市子ども・子育て支援事業計画」を継承する計画です。 

また、「次世代育成支援対策推進法」、「子ども・子育て支援法」、「こども基本法」、「子どもの貧困対策

の推進に関する法律」、「こども大綱」等を踏まえて、市の最上位計画である「国立市第５次基本構想・

第２次基本計画」及び今後策定予定である「国立市こども基本条例」の下、子ども・若者の育成支援、

少子化対策、子どもの貧困対策、ひとり親家庭への支援策についても定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 計画策定の趣旨 

３ 計画の位置づけ 

●
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法 

●
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法 

●
児
童
福
祉
法 

●
少
子
化
社
会
対
策
基
本
法 

●
子
ど
も
・
若
者
育
成
支
援
推
進
法 

●
子
ど
も
の
貧
困
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律 

●
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法 

●
母
子
健
康
法 

●
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律 

国 

第四次国立市子ども総合計画 

国立市 

第三次国立市 

子ども・子育て支援事業計画 

【令和７年度～】 

国立市子ども基本条例 

包含 

・子ども・若者育成支援  ・子どもの貧困対策 

・ひとり親家庭等自力支援 ・児童虐待防止対策 

・しょうがい児支援    ・仕事と子育ての両立支援 

・母子保健施策      ・放課後子ども総合プラン 

など 

関連する主な計画 

 

国立市地域福祉計画 

 

第２次国立市健康 

増進計画 

 

国立市しょうがい者 

計画 

 

国立市男女平等推進 

計画 

国立市総合基本計画 こども基本法 

権利の主体 

子ども 

図は調整 
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本計画の対象は、国立市子ども基本条例に規定する定義に基づくものとします。 

 

国立市子ども基本条例 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 子ども  市内に在住し、在学し、又は在勤する１８歳未満の者その他これらの者と等しく子ども

の権利を保障することが適当と認められる者をいう。 

(２) 保護者  子どもの親権者、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する里親その他親権

者に代わり子どもを監護・養育する者をいう。 

(３) 育ち学ぶ施設  市内に所在する、児童福祉法に規定する児童福祉施設、学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）に規定する学校、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に規定する社会教育施設

その他子どもが育ち又は学びを目的として通学し、通所し、入所し、又は利用する施設をいう。 

(４) 事業者  市内で事業活動を行う個人及び法人その他団体（前号に掲げる施設に係るものを除く。）

をいう。 

(５) 市民  市内に在住し、在学し、又は在勤する者をいう。子ども 市内に在住し、在学し、又は在勤

する１８歳未満の者その他これらの者と等しく子どもの権利を保障することが適当と認められる者

をいう。 

 

 

 

本計画の上位計画である「国立市総合基本計画」は、「第５期基本構想」が平成 28 年度から令和９年

度までの 12 年間であり、「第２次基本計画」は令和２年度から令和９年度の 8年間で、見直しを行った

「第３次基本計画」は令和６年度から令和９年度となっています。そのため、本計画の期間は上位計画

との施策の連動性を踏まえ、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。 

また、国や都の施策の動向、社会経済情勢の変化や市民の意向などを的確に読み取り、必要に応じて

適宜見直しを図ります。 

 

平
成
30
年 

令
和
元
年 

令
和
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年 

令
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年 

令
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年 

令
和
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年 

令
和
６
年 

令
和
７
年 

令
和
８
年 

令
和
９
年 

令
和
10
年 

令
和
11
年 

令
和
12
年 

令
和
13
年 

令
和
14
年 

令
和
19
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４ 計画の対象 

５ 計画の期間 

第５期基本構想 

第１次基本計画 

第２次基本計画 

第３次基本計画 

第三次国立市子ども総合計画 第四次国立市子ども総合計画 次期国立市子ども総合計画 

次期基本構想 

図は調整 



 

 

 


